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令和７・８年度（２０２５・２０２６年度）  

遠賀町「建設工事」入札参加資格審査申請書提出要領 

 遠賀町が発注する「建設工事」の入札・見積に参加希望される場合は、入札参加資格審査申請の

受付を次のとおり行いますので、この要領をよく読んで書類を提出してください。 

 

１．申請者の資格  

次に掲げる要件に１つでも該当する者は、申請できません。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

（２）経営状態が著しく不健全であると認められる者 

（３）建設業法（以下「法」という。）第３条に規定する許可を受けていない者 

（４）法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査及び法第２７条の２９第１項の規定による

総合評定値（以下「P 点」という。）の通知を受けていない者 

（５）税金を滞納している者 

（６）申請書若しくは添付書類中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事項について

記載をしなかった者 

（７）遠賀町暴力団等排除条例（平成 22 年条例第 5 号）第 3 条第 2 号及び第 3 号に規定する暴力

団及び暴力団関係団体並びに同条第 4 号及び第 5 号に規定する暴力団員及び暴力団関係者 

 

２．受付日時及び紙申請受付場所  

（１）受付日時 

次の受付期間及び受付時間以外の受付は一切行いません。 

令和７年１月１６日（木）から２月１４日（金）※町内の事業者は期間終了後も随時可能。 

○受付時間  

（競争入札資格申請受付システム）午前８時３０分から午後９時 

（紙申請）午前８時３０分から午後５時１５分 

○ただし、土・日曜日、祝日は除く。 

○競争入札資格申請受付システムによる申請。紙申請は受け付けません。 

 

３．入札参加資格の有効期間等  

（１）入札参加資格の有効期間は、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までです。 

（２）入札参加資格を認められた方は、本町が実施する「建設工事」の一般競争入札及び指名競争

入札参加資格を有することとなります。 

※入札参加資格を認められても、必ずしも指名があるとは限りません。 

（３）入札参加資格者名簿は、公開扱いとしますのでご承知ください。 

 

４．提出書類等  

（１）登記事項証明書又は身分証明書（原本又は写し） 

①法人・・・登記事項証明書 

②個人・・・身分証明書 代表者の本籍地の市区役所または町村役場で証明書を発行してもらい
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提出すること。 

（２）経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(写し) 

次のすべてを満たす総合評定値通知書が必要です。 

① 審査基準日から１年７か月以内のものであること。 

② 資格申請日時点で最新のものであること。 

③ 資格審査日時点で有効であること。 

（３）使用印鑑届・委任状（第２号様式） 

＜使用印鑑届部分＞ 

①使用印鑑は本町との取引に使用する印鑑を届け出ること。 

②受任地がある場合は受任者印を使用印鑑として届け出ること。 

＜委任状部分＞ 

①委任状は、受任地を設ける場合のみ記入すること。 

②委任は本社又は本店が遠賀町外にある場合で、入札、見積、契約等の権限を一括委任する場

合のみ認めます。 

③受任地は、申請する工種の建設業許可を受けている支店（営業所）のみ認めます。 

（４）印鑑証明書（原本又は写し） 

（５）工事経歴書（第３号様式）他の様式でも可 

申請工種別に作成し、直前２年間の主な完成工事及び着手した未完成工事について記入する

こと。 

（６）専任技術者証明書（写し） 

   建設業許可申請時に提出した専任技術者証明書の写し。（契約先となる営業所の専任技術者

について記載のあるもの。） 

（７）建設業法第３条の規定による許可を受けたことを証する書類 

①建設業許可証明書又は建設業許可通知書の写し 

②委任する場合は、「建設業許可申請書 営業所一覧表 （別紙二（２））」及び「令第３条に

規定する使用人の一覧表（様式第十一号（第四条関係））」の写しも提出すること。 

（８）納税証明書（国税・都道府県税）（原本又は写し）全業者提出 

①国税 

「納税証明書」：管轄の税務署にて証明を受けたもの。 

《様式その３の２（個人事業者用）もしくはその３の３（法人用》（未納税額のない証明書 

用）を提出すること。 

②都道府県税 

「未納（滞納）のない証明（未納（滞納）のないことが証明できるもの）」：管轄の都道府

県税事務所にて証明を受けたもの。納税額は不要。 

    ※ただし、未納（滞納）のないことの証明が発行されない都道府県は、法人税、法人事業

税・特別税等の都道府県税にかかる「納税証明書」を直近２カ年分提出すること） 

※注意事項 

支店等に委任する場合は本社（本店）及び受任地両方の都道府県の証明書を提出するこ

と。 

 

（９）町税に滞納のない証明書：「滞納のない証明書」（原本） 
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遠賀町内の業者のみ提出すること。 

    遠賀町役場税務課にて証明を受けたものを提出すること。（納税額は不要。） 

●町民税が課税されていない場合 

ア．非課税の個人の方についても、滞納のない証明書が発行されるので提出すること。 

イ．法人等の事務所、事業所設立（設置）申告書を提出して間もない場合で、証明書の

交付が受けられない場合は、「法人等の事務所、事業所設立（設置）申告書」の写し（税

務課の受付印が押印されているものに限る）を提出すること。かつ、町税に「滞納の

ない証明書」の交付を受けること。 

ウ．未申告の個人または法人は、遠賀町役場税務課において申告後、町税に滞納のない

証明書の交付を受けること。 

 

＜※提出が必要な税の証明書一覧表＞ 

事業所の所在地 国税 都道府県税 遠賀町税 

遠賀町内 ○ ○ ○ 

遠賀町外 ○ ○ × 

 

(10) 遠賀町内事業所等調書 （第４号様式） 

遠賀町内の業者のみ提出すること。写真は、事業所の外観と室内の２種類。白黒プリント

は不可。（撮影日は申請日前１ヶ月以内とする。） 

 

 

 

５．注意事項  

（１）申請できる工種の数は、５工種までです。 

(２) その他町長が必要と認める書類の提出を求める場合があります。 

（３）証明書類は、提出日の３ヶ月以内に発行されたものに限ります。 

（４）申請書提出後、必要に応じ記載内容等について実態調査を行う場合があります。実態に即し

て正確に記入してください。なお、記載内容が事実と相違している場合は、入札参加資格を

取り消すことがあります。 

 

（５）資格審査を実施し、参加資格がないと判断した場合のみ令和７年３月１０日までに通知しま

す。ただし、町内事業者の随時受付の場合は、この限りではありません。 

 

 

 

６．その他  

（１）申請後、次の事項に変更が生じた場合は、すみやかに競争入札資格申請受付システムによる

変更手続を行うこと。 

○商号又は名称            ○組織             

○所在地               ○資本金 

○代表者               ○受任者            
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○使用印・実印            ○専任技術者 

○電話・ＦＡＸ番号・メールアドレス  ○建設業許可の更新・取消    

○経営事項審査の更新         ○廃業・登録取下 

 

 

＜問い合わせ先＞ 〒811‐4392 

福岡県遠賀郡遠賀町大字今古賀５１３番地 

遠賀町役場 行政経営課 管財係 

電話 ０９３－２９３－１３００（直通） 

 


